
第25期 滋賀県産業教育審議会 第２回会議 会議概要 

 

日  時  令和２年12月 23日（水）15時 00分～17時 30分 

場  所  滋賀県庁新館７階第会議室 

出席委員  蔡委員、山根委員、中平委員、川口委員、中村(裕)委員、山崎委員、秋山委員、中川委員、

中村(俊)委員、飯田委員 以上10名全員出席 臼井専門委員、小島専門委員（敬称略） 

県出席者  福永教育長、谷口教育次長、森教育次長、冨江高校教育課長、村井魅力ある高校づくり

推進室長、横井参事、伊吹参事、金田主査、他関係職員 

傍聴者等  傍聴：１名 

 

１．開 会 

（１）専門委員の委嘱について 

   委員に対して委嘱状が交付された。任期は令和２年12月 23日から令和４年10月 28日までと

された。 

 

（２）専門委員の自己紹介 

   専門委員より自己紹介が行われた。 

 

（３）滋賀県産業教育審議会第１回会議および学校見学会の概要について 

事務局より資料に基づき説明があり、原案のとおり承認された。 

 

２．協議 

「これからの産業教育の在り方について」 

（１） 第１回会議での意見を踏まえた論点まとめについて 

冨江高校教育課長より資料に基づき説明があった。第１回会議で出た意見を整理し、５つの論

点にまとめ議論を進めることとなった。議論にあたっては、専門高校各学科の現状や課題をそれ

ぞれ報告し、それらを共有したうえで論点に沿って議論することとした。併せて、最新の国の文

教政策の動向ならびに滋賀県高等専門人材育成機関検討会における高等専門学校に関する資料に

ついて説明があった。 

 

（２） 各学科における課題、実態等についての報告 

各学科における課題、実態等について、各委員および専門委員からの報告があった。主な内容

は次のとおり。1) Society5.0社会の目指す姿、人材育成像 2)課題 3)地域や産業界との連携 

① 農業 

 1) 超省力、高品質生産、スマート農業への対応、ＧＡＰ教育やＨＡＣＣＰ教育の推進 

 2) 老朽化した施設・設備の更新、認証取得審査、更新等維持に係る費用 

 3) 法人農家との連携、インターンシップやプロジェクト学習を通じた企業との連携 

② 工業 

1) デジタル社会に対応した最先端の知識や技術と、モノづくりの基礎的基本的技術の習得 

2) 高額な機械・機器の更新、指導者の育成と若手教員の指導力、技術力の向上、企業との関わり方 

3) 大学、企業等と単位認定も視野に入れた長期的な連携、長期インターンシップの実施 

③ 商業 

1) クリエーター人材、アントレプレナー人材など新たな価値、アイデアを生み出す人材 

2) 企業の最先端の技術やノウハウを身につけた指導者の育成、研修制度の充実 

3) 地域を含めた行政、学校、大学、産業界が一体となった連携、地域づくり、まちづくり 

④ 家庭・福祉 

1) ＩｏＴやＡＩの技術を使いこなせる人材、多職種協働に必要なチームマネジメント力 



2) 指導者の人材の確保、教員免許がなくても専門的な指導ができる人材の登用制度 

3) 地域や産業界、高等教育機関との連携を推進するコーディネーターの配置、教育資源バンク 

 

（３） 論点ごとの協議 

各学科における課題、実態等を踏まえ、論点ごとに意見交換を行った。主な意見は次のとおり。 

論点① 「Society5.0社会に対応した人材育成について」 

(ア) ＩｏＴなどの技術は１年も経てばどんどん変わる。変化の速い Society5.0 社会に対応す

るためには、基本となる部分をしっかり身につけることが重要。そのうえで、民間企業等

で新しい技術に触れる機会や実習を設けることも有効。また、既存設備で可能な最適な学

習を工夫する。 

(イ) 新しい技術の習得は、企業に入ってからのOn-the-job Trainingが基本。高等学校段階に

おいては、ＩｏＴやＡＩなど技術革新を推進していく技術者の卵となる人材を育てること

が求められており、社会的なマナーを身につけることや、自分の進路を導くためのキャリ

ア教育も重要。 

(ウ) 滋賀県のこだわりある産業や企業としっかりスクラムを組み、滋賀の産業全体と高校教育

を結び付けながら、世の中に対してその価値を見出していくことが必要。 

 

  論点② 「地域や産業界と連携した産業教育について」 

(ア) これまで以上に地域や産業界との連携を進めるためには、学校とそれらのニーズのマッチ

ングをコーディネートする部署や専門人材の配置が必要。 

(イ) 大企業のＣＳＲ活動と連携し、大型機械の買い替えや遊休設備等の提供を受けるために、

県と各企業が包括協定を結び、情報共有していくことが必要。 

(ウ) 高校生が学習の機会として参画できるようなプロジェクトやプランニングなどの取組を

企業や産業界から創出していくような働きかけが必要。 

   

論点③ 「産業教育の推進にかかる環境整備について」 

(ア) 教育に必要なものは要求していくことも大切だが、新しい設備を入れても 10 年ぐらいで

陳腐化する。最先端機器は産業界に出て行って実習をさせてもらうなど、持続可能な仕組

みを考えることが必要。 

(イ) 産業教育を教える教員の人材不足について、教員志望の生徒が増えるような取組と、特別

免許状や特別社会人講師といった制度を活用し、人材の確保が必要。 

(ウ) これからの新しい産業を教えるには、教える側にもより高いスキルが求められる。新しい

知識や技術を取り入れるためにも、民間企業や大学で研鑽を積む研修制度の充実が必要。 

   

論点④ 「魅力を伝える方策について」 

(ア) Instagramや TwitterといったＳＮＳや動画配信などを利用し、時代に即した広報を展開 

(イ) ＯＢＯＧ訪問など、卒業生が直接魅力を伝えるような機会を設ける 

(ウ) 中学校教員が産業教育を知るための研修や小学校から大学までの教員の相互交流の実施 

(エ) 「専門高校フェスティバル」といったイベントを企画し、高校生が小中学生や保護者に対

して成果発表をしたり、プログラミング教室などを開催したり、知る機会を増やす。 

   

３．閉 会 

  閉会にあたり、福永教育長から挨拶があった。 

   

なお、今後の審議のスケジュールに関して、審議の進捗状況等から、当初予定より１回追加し、

計５回で開催することとし、次回の第３回審議会の日程（５月中旬）については、改めて調整する

こととなった。 


